


   ※風速　V ＝（　　　　）m/s　　（平12建告第1454号第2）

図面番号縮尺工事名称
日

付 考

備
図面内容

亀山市 建築改修工事特記仕様書１

改　修　工  事  特  記  仕  様  書

Ⅰ . 工事名

Ⅱ . 工事概要

1

3

2

.

.

.

工事場所

敷地面積

工事内容

棟名称

構造

建築面積

延床面積

工事項目

Ⅲ . 建築工事仕様

1．共通仕様

　　（以下「標仕｣という。）による。

２．特記仕様

　　（１）項目は、番号に　 印の付いたものを適用する。

　　（２）特記事項は、　印の付いたものを適用する。

　　 　　  印の付かない場合は、※印の付いたものを適用する。

　　　　　　印と※印の付いた場合は、ともに適用する。

　　（３）特記事項に記載の［  ． ．］内表示番号は、改修標仕の当該項目、当該図又は当該表を示す。

　　（４）特記事項に記載の（　． ．）内表示番号は、標仕の当該項目、当該図又は当該表を示す。

　　（５）特記事項に記載の（別2-　．）は、標仕の｢別図2　ボルト間隔等及び溶接継手の開先形状｣の該当項目を示す。

　　（６）　　印は「国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律（グリーン購入法）」の特定調達品目を示す。

・

・

　　　図面及び特記仕様書に記載されていない事項は、国土交通省大臣官房官庁営繕部監修

・

Ｇ□

章

1

工事実績情報の登録

適用基準等

・建築物解体工事共通仕様書（平成24年版）国土交通省大臣官房官庁営繕部監修

・営繕工事写真撮影要領（平成24年版）同解説

　工事写真の撮り方　建築編（国土交通省大臣官房官庁営繕部監修）

・   請負者は、受注時において工事請負代金額が、500万円の工事について

(財)日本建設情報総合センター工事実績情報サービ（以下「JACIC」）が運営する

工事実績情報サービス(CORINS)に、「CORINS入力システム」により当該工事に係る

データ登録を行わなければならない。

 データ登録は、受注時に工事実績情報として「工事カルテ」を作成し、監督員の

確認を受けたうえ、契約締結後10日以内にJACICに対し登録申請を行い、JACICから

｢工事カルテ受領書｣が請負者に届いた際には、その写しを直ちに監督員に提出し

なければならない。

 なお、工事請負代金額が2500万円以上の工事の場合は、受注時に加えて、変更及び

完成時においても同様に「工事カルテ」を作成し、監督員の確認を受けたうえ、登録

内容の変更時にあっては、変更契約締結後10日以内に、完成時にあっては、工事完成

後10日以内にJACICに登録申請しなければならない。

 なお、変更時と完成時の間が10日に満たない場合は、変更時の提出を省略できるもの

とする。

 ただし、期間には土曜日、日曜日、国民の祝日に関する法律に規定する国民の祝日等

は含まない。

・   請負者は、下請負に付する場合は、別に定める三重県建設工事執行規則施工に関し

必要な書類に様式を定める要綱に従い、部分下請通知書（第9号様式）を監督員に提出

しなければならない。

  請負者は、工事を施工するためのに締結した下請契約の請負代金額(当該下請契約が・

２以上ある時は、それらの金額の総額)が4,500万円以上になるとき施工体制台帳を作成

し、工事現場に備えると共に、別に定める様式により、監督員に提出しなければならない。

・   請負者は、各下請負者の施工の分担関係を表示した施工体系図を作成し、工事現場の見

やすい場所と公衆の見やすい場所に掲げなければならない。

また、請負者は、施工体系図を別に定める様式により監督員に提出しなければならない。

品質計画等 ・建築基準法に基づく風圧区分等を必要とする場合は次による。

   ※地表面粗度区分　　・Ⅰ　・Ⅱ　・Ⅲ　・Ⅳ

   ・積雪区分　平12建告第1455号　別表（　　）

・

［1.2.2］

［1.1.4］

電気保安技術者 ※　適用する

発生材の処理等 ・ 引渡しを要するもの(                                         )

・ 特別管理産業廃棄物（・廃石綿　・PCB含有物　・　　　　　　　 ）

・ 現場において再利用を図るもの(                               )

・ 再生資材の利用を図るもの

・ アスファルトコンクリート塊

・ セメントコンクリート塊

・ 建設発生木材

・ 引渡しを要するもの、再生資源の利用を図るものについては調書作成

し、監督員へ提出すること。

・ 引渡しを要しないもの、再生資源化を図るもの以外のものは、全て構外

に搬出し、建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律、資源の有効な

利用の促進に関する法律、廃棄物の処理及び清掃に関する法律、その他

関係法令よるほか、「建設副産物適正処理推進要綱｣に従い適切処理し、

監督員に報告すること。

(マニフェスト A、B2、D票を提示し、E票は、写しを提出すること。)

　・PCB含有シーリング材の処理

　　・第一次判定：現場にてサンプルを採取し、シーリング材種及び分析の要否を判定する。

　　　　採取箇所数　　計（　　　）箇所

　　　　採取箇所　　　※図示　・ 

　　・第二次判定：専門分析機関にてPCB含有量の分析を行う。

　　　　分析個数　　　計（　　　）箇所

　　・除去処理工事

　　　　除去範囲　　　※図示　・ 

化学物質を放散させる建築材料等

　　本工事の建物内部に使用する材料等は、設計図書に定める所要の品質及び性能を有するも

　のとし、次の（1）から（5）を満たすものとする。

　　（１）合板、木質系フローリング、構造用パネル、集成材、単板積層材、MDF、パーティ

［1.4.1］

［1.3.3］

［1.3.8］

　　　　　クルボード、その他の木質建材、ユリア樹脂板、仕上塗材及び壁紙は、ホルムアル

　　　　　デヒドを放散させないか、放散が極めて少ないものとする。

環境への配慮

1

2

3

4

5

6

ホルムアルデヒド放散量 該当する材料

　　　規制対象外  ① JIS及びJASのF☆☆☆☆品

 ② 建築基準法施行令第20条の7第4項による国土交通大臣

 　 認定品

 ③ 下記表示のあるJAS適合品

　ａ．接着剤等不使用

　ｂ．非ホルムアルデヒド系接着剤使用

　ｃ．非ホルムアルデヒド系接着剤及びホルムアルデヒドを

 　 　放散しない材料使用

　ｄ．非ホルムアルデヒド系接着剤及びホルムアルデヒドを

 　 　放散しない塗料使用

　ｅ．非ホルムアルデヒド系接着剤及びホルムアルデヒドを

 　 　放散しない塗料等使用

　ｆ．ホルムアルデヒドを放散しない塗料等使用

　　　第三種  ① JIS及びJASのF☆☆☆品

 ② 建築基準法施行令第20条の7第3項による国土交通大臣

 　 認定品

材料の品質等7

　　（２）保温材、緩衝材、断熱材はホルムアルデヒド及びスチレンを放散させないか、放散

　　　　　が極めて少ないものとする。

　　（３）接着剤はフタル酸ジ－n－ブチル及びフタル酸ジ－2－エチルヘキシルを含有しな

　　　　　い難揮発性の可塑剤を使用し、ホルムアルデヒド、トルエン、キシレン及びエチル

　　　　　ベンゼンを放散させないか、放散が極めて少ないものとする。

　　（４）塗料はホルムアルデヒド、トルエン、キシレン及びエチルベンゼンを放散させない

　　　　　か、放散が極めて少ないものとする。

　　（５）（１）、（３）及び（４）の材料を使用して作られた家具、書架、実験台、その他

　　　　　の什器等は、ホルムアルデヒドを放散させないか、放散が極めて少ないものとする。

　　また、設計図書に定める「ホルムアルデヒド放散量」は、次のとおりとする。

　本工事に使用する材料は、設計図書に定める所要の品質及び性能を有するものとし、JIS又

はJASのマーク表示のない材料及びその製造者等は、次の（1）～（6）の事項を満たすもの

とする。

　（1）品質及び性能に関する試験データが整備されていること

　（2）生産施設及び品質の管理が適切に行われていること

　（3）安定的な供給が可能であること

　（4）法令等で定める許可、認可、認定、免許等を取得していること

　（5）製造又は施工の実績があり、その信頼性があること

　（6）販売、保守等の営業体制が整えられていること

　なお、これらの材料を使用する場合は、設計図書に定める品質及び性能を有することの証明

となる資料又は外部機関（（社）公共建築協会等）が発行する「建築材料・設備機材等品質性

能評価事業」の評価書等の写しを、監督職員に提出して承諾を受けるものとする。ただし、あ

らかじめ監督職員の承諾を受けた場合は、この限りではない。

　また、備考欄に商品名が記載された材料は、当該商品又は同等品を使用するものとし、同等

品を使用する場合は、監督職員の承諾を受ける。

品質が求められる水準以上であれば、県内生産品の優先使用に努めること。建築材料等8

 また、建設工事で得られた再生資源の活用はもちろんのこと、

他産業の廃棄物で得られた再生資源についても利用促進を図るものとし、

「みえ・グリーン購入基本指針」に基づく環境配慮を行うこと。

（同指針に基づき、木材を使用する場合において、原料として使用され

る原木は、県産間伐材、林地残材又は小径木等とするか、又はその伐採に

あたって生産された国における森林に関する法令に照らして合法な木材と

すること。）

施工数量調査9

10 化学物質の濃度測定

調査範囲及び調査方法　　※図示

既存部分の破壊を行った場合の補修方法　　※図示　・ 

※ 測定物質(○で示したものとする。)

［1.5.2］

［1.5.3］

［1.6.9］

用

適
施設用途

ホルム

アルデヒド
トルエン キシレン

ベンゼン

エチル
スチレン

パラジクロロ

ベンゼン

学校,教育施設

住宅

その他

※ 測定箇所( ※ 図示    ・ 　　　　　　　　　　　　　　　　　　)

※ 測定方法( ※ パッシブ法    ・ アクティブ法                   )

※ 試料は、内装工事完了から2週間以上の通風換気を行い、また、換気を

　 行いながら空気調和を行う設備がある場合は、設備の試運転が終了して

　 から採取することとし、困難な場合は監督員と協議すること。

※ 報告書提出部数 2部

　 標仕に記載されていない特別な材料の工法については、材料製造所の指定する工法とする。特別な材料の工法11

12 リサイクル認定

製品の利用

※ 本工事では三重県リサイクル製品利用推進条例に基づき性能、品質、

　 数量、価格等に考慮し、優先的に認定製品を使用すること。入手困難な

　 場合は監督員と協議すること。

※ 接着剤及び塗料の塗布にあたっては、使用方法及び塗布料を十分に施工中の安全13

安全管理 　 管理し、適切な乾燥時間をとるものとする。また、施工時、施工後の

　 通風、換気を十分に行い、室内に発散した化学物質等を室外へ放出さ

　 せること。

※ 低騒音型・低振動型建設機械の指定に関する規定に基づき指定された

　 建設機械を使用する。

騒音・振動の

防止

※ 排出ガス対策型建設機械指定要領に基づき指定された排出ガス対策型排出ガス対策

建設機械の使用 　 建設機械を使用する。

工事写真 ※

※

  工事写真の撮り方／建築、及び同／建築設備に従い撮影する。

  電子納品とし、次のものを提出する。

※ CD  部数は「19 電子納品」を参照

※ 全写真のサルネームを印刷したもの（A4版用紙） 1部

※ 代表的写真を抽出し、L版相当サイズ（A4版用紙に1ページあたり3枚）

   で印刷したもの 1部

16

15

14

［1.4.2］

  工事施工に際し既存部分を汚損した場合又は損傷した場合は、構造・仕

上げ共、既存にならい補修すること。

  工事施工中に事故が発生した場合には、直ちに監督員に通報するとともに、事故発生報告書

（三重県公共工事共通仕様書第13号様式）を監督員に速やかに提出すること。

  また、事故発生後の措置について監督員と協議を行うとともに、当該事

故に係る状況聴取、調査、検証等に協力すること。

  受注者は、発注者が行う生コンクリートに関する調査に協力すること。

詳細は監督員と別途協議によるものとする。

※ 調査内容については、購入先、購入価格、資材の搬入と施工に条件に関すること等。

  本工事に於いて、下請け契約を締結する場合には、当該契約の相手方を亀山市内に事業所

（建設業法において規定する主たる営業所を含む）を有する者の中から選定するよう努めること。

詳細は監督員と別途協議するものとする。

  設計図書に定められた工法以外で所要の品質及び性能の確保が可能な工法

並びに環境の保全に有効な工法の提案がある場合は、監督職員と協議する。

  監督員より別途指示するものとする。

［1.8.1～3］［表1.8.1］※

※

  作成する ( ※ 完成図    ・ 保全に関する資料 )

  完成図作図範囲(配置図、平面図、立面図、断面図、仕上表等)

 なお、完成図の著作権にかかる使用権は発注者に移譲するものとする。

 CADによる作成 ( ※ 要    ・ 不要 )

 ただし、作成できない場合は監督員との協議による。

 CADによる提出 ( ※ 要    ・ 不要 )

 ただし、提出できない場合は監督員との協議による。

・

・

※   デジタルカメラで撮影し、全てL版相当サイズで印刷する。（A4版用紙に1ページあたり3枚）完成写真

完成図等17

18

  アルバム 1部 （大きさ 335mm×290mm程度）

  箇所数は 外観4面 各室2面 程度とする。

規定の箇所数が確保できない場合には、監督員と協議すること。

※

・

※電子納品19   工事写真は、「営繕工事に係る電子納品マニュアル（デジタル工事

写真編）」等に基づき電子媒体も提出すること。

（提出部数    ※ 2部    ・  部）

※   工事完成図書は、「営繕工事に係る電子納品マニュアル（工事完成

図書編）」に基づき電子媒体も提出すること。

（提出部数    ※ 2部    ・  部）

施工範囲設備工事との

取合い

20

※ 図示した鉄筋コンクリート部の貫通孔、開口部の補強

※ 図示した壁、天井の仕上材、下地材の切り込み及び補強

※ 駆動装置又は電動建具等による建具等の2次側配管配線及び操作スイッチ施工図

※ 設備機器の位置、取合い等の検討できる施工図を提出して、監督員の承諾を受けること。

※ 図示のベンチマーク (B.M) 　・既設渡り廊下　FL=-100　

   (現状地盤は B.M  mm)

※合板張り程度　・ 

※片面フラッシュ程度　・ 

種　別 下　地

防炎シート

※軽量鉄骨

・木下地

　単管下地

※木製扉

・鋼製扉

・A種

・B種

※C種

仮設扉

充填材 塗　装

※なし

・片面

※なし

・あり

仕上材（厚さ　mm）

厚さ　 mm・合板（※9.0　・　　　　）

※せっこうボード（※9.5　・　　　　）

２ 足場その他 ※   枠組足場を設ける場合は、「手すり先行工法に関するガイドライン

（厚生労働省 平成21年４月策定）」の「手すり先行工法等に関するガイドライン」に

よるものとし、足場の組立、解体、変更の作業時及び使用時には、常時、すべての作業

床について手摺、中さん及び巾木の機能を有するものを設置しなければならない。

また、定置させる足場及び作業構台の類は、別契約の関係請負者に無償で使用させる。

内部足場　種別　　※きゃたつ、足場板等　・ 

　　　　　種別　　※A種　・B種　・C種　・D種

　　　　　防護シート　　※設置する　・設置しない

外部足場

材料、撤去材等の運搬方法　　・A種　※B種　・C種　・D種　・E種

既存部分の養生　　　※ビニルシート等　・ 

既存家具等の養生　　※ビニルシート等　・ 

固定家具等の移動　　※行わない　　　　・行う（図示）

仮設間仕切り等の種別仮設間仕切り

既存部分の養生

1

2

3 ［2.3.2］［表2.3.1］

［2.3.1］

［表2. 2. 1］

［2. 2. 1］

［2.4.1］

・設けない

　・既存建物内の一部を使用する

　・構内に新設する（規模及び仕上げの程度は現場説明書による）

※設ける監督職員事務所4

構内既存の施設　　※利用できない　・利用できる（※有償　・無償）

構内既存の施設　　※利用できない　・利用できる（※有償　・無償）工事用電力

工事用水5

6

21

22

23

24

25

26

27

28 提出書類

工法の提案

協力

市内企業優先使用

調査協力

事故報告

養生その他

設計GL

※ 本工事に使用する木材は、原則として亀山市内の森林から産出された「地域材」

　 を使用し、調達できない場合は県産材、国産材の順に利用するものとする。

　 なお、県産材については「三重の木」利用促進協議会が承認する「三重の木」を

　 優先して使用する。

環境保全活動への   受注者は、亀山市の環境保全活動に協力するものとする。

三重県亀山市亀田町466-1

34,269ｍ2

RC造　2階建

6,980.19m2

建築工事・電気設備工事

本館

　　　　m2

　　「公共建築改修工事標準仕様書（建築工事編）（平成28年版）」（以下｢改修標仕｣という。）により、また、改修標仕

　　に記載されていない事項は、国土交通省大臣官房官庁営繕部監修「公共建築工事標準仕様書（建築工事編）（平成28年版）」

・建築工事標準詳細図　（平成28年版）国土交通省大臣官房官庁営繕部監修

34

32

一
般
共
通
事
項

仮
設
工
事

(3.2.3)1 埋戻し及び盛土3
埋戻し及び盛土の種別　

・ Ａ 種 　適用場所（　　　　　　　　　）　

・ Ｂ 種 　適用場所（　　　　　　　　　）　

・ Ｄ 種 　（細粒分（75μm以下）の含有率（重量百分率）の上限を50％未満とする。）

           適用場所（　　　　　　　　　）　

・ 

(3.3.3)

2 山留めの存置 存置範囲（※図示　・　　　　　　　　　）

・杭基礎 (4.3.4～4.3.5)(4.5.4～4.5.5)4
1 支持地盤 　支持地盤の位置及び種類（基礎ぐいの先端位置含む）

　・図示による（　　　　　）　　

・直接基礎

　支持地盤の位置及び種類（基礎底部の位置含む）

　・図示による（　　　　　）　　

　試験掘り（根切り底の状態の確認等） (3.2.1)

　・行わない

　・行う

　　位置等　　・図示による（　　　　　）　　

(4.2.4)

・ Ｃ 種 　適用場所（　　　　　　　　　）土質（　　　　　　　　）受渡場所（　　　　　）　

土
工
事

地
業
工
事

砂利地業

捨コンクリート地業

床下防湿層

地盤改良

　・再生クラッシャラン　　　　　・切込砂利及び切込砕石

砂利厚さ

適用箇所

　・基礎梁下、土間コンクリート下、土に接するスラブ下

　・図示による（　　　　　　）　

材料

捨コンクリートの厚さ

施工範囲

　・基礎梁下、土に接するスラブ下

設計基準強度

　・図示による（　　　　　　）　

スランプ

  ※50mm　　　　

　※15cm又は18cm　　

　・ポリエチレンフィルム厚さ0.15mm以上         

材料

施工範囲

　・建物内の土間スラブ及び土間コンクリート下（ピット下を除く）

　・

種類及び施工方法等

　・図示による（　　　　　）　　

　※18N/mm           

Ｇ

2

(4.6.4)(6.14.1)

(4.6.4)(6.14.1)

(4.6.4)(6.14.1)

(4.6.2)

(4.6.3)

(4.6.4)

(4.6.2)

(4.6.5)

・地盤の載荷試験

鉄筋1

溶接金網2

鉄筋の継手3

4 鉄筋の定着の方法

及び長さ

5
鉄筋の種類

 ・溶接金網

種 類

形状等

 ・鉄筋格子

継手方法等

 ・ SD295A

 ・ SD345

 ・ 

 ・ 

種類の記号

柱、梁の主筋

耐力壁の鉄筋

その他の鉄筋

（　　　　）

部位 継手方法

耐力壁の重ね継手の長さ

　・図示による（構造関係共通図（配筋標準図）3.1(a)(2)）

　・図示による（構造関係共通図（配筋標準図）3.1(a)(3)）

継手位置図

　・

鉄筋の定着方法

　・

鉄筋の定着の長さ

　・

網目の形状、寸法、鉄線の径(mm)種類の記号

呼び径(mm) 備　考

使用部位

呼び径(mm)

　・図示による（構造関係共通図（配筋標準図）5.1, 6.1, 7.1, 7.3, 8.1）

・ガス圧接（D19 以上）・機械式継手　・溶接継手

・重ね継手　　　　　　

・重ね継手　　　　　　

(5.3.4)(5.5.2)(5.5.3)

(5.3.4)

(5.3.4)

(5.3.4)

(5.3.4)

(5.2.1)

(5.2.2)

鉄
筋
工
事

A2:　-

キュービクル基礎

2

3

4

5

　※60mm　　　・100mm

D16以下

　※図示による（構造関係共通図（配筋標準図）3.1(b)）

　※図示による（構造関係共通図（配筋標準図）3.1(b)）

Ａ-０２医療センター受変電設備改修工事

　試験の位置、方法等 平板載荷試験 　キュービクル基礎下　箇所数（ 1 ）箇所

　・図示による（　　　　　）　　

設計地耐力　50kN／㎡

医療センター受変電設備改修工事



図面番号縮尺工事名称
日

付 考

備
図面内容

亀山市 建築改修工事特記仕様書２

及び間隔

(溶接金網含む)

6 機械式継手

7 溶接継手

8 各部配筋

9 圧接完了後の試験

5 鉄筋のかぶり厚さ

　・図示による（構造関係共通図（配筋標準図）表4.1）

　・

　　　柱及び梁の主筋にD29以上の使用の有無

　　　　・無し

　　　　　　主筋のかぶり厚さを径の1.5倍以上確保する

　　　軽量コンクリートで土に接する部分

　 　 　 　 　

　　　耐久性上不利な部分（塩害等を受けるおそれのある部分等）

　 　 　 　 　

　　　　・無し

　　　　・無し

　　　　・有り　　　適用箇所（　　　　　　　　　）

　　　　・有り　　　適用箇所（　　　　　　　　　）

　　　　・有り　　　適用箇所（　　　　　　　　　）

　　　　　・最小かぶり厚さに加える厚さ　　（　　　）mm

　　　　　・最小かぶり厚さに加える厚さ　　（　　　）mm

鉄筋相互のあき（機械式継手及び溶接継手を除く）

　・図示による（構造関係共通図（配筋標準図）4.1）

　・

使用箇所

　・A級　　　　

鉄筋相互のあき

H12建告第1463号に適合する性能

機械式継手の種類及び工法　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　・図示による（構造関係共通図（配筋標準図）4.1）

　・

鉄筋相互のあき

品質の確認方法

　・図示による（　　　　　　）　

不良となった継手の修正方法等

　・図示による（　　　　　　）　

使用箇所

H12建告第1463号に適合する性能

　・A級　　　　

　・図示による（構造関係共通図（配筋標準図）4.1）

　・

　・

　・図示による（　　　　　　）　

継手の工法

不良となった継手の修正方法等

　・図示による（　　　　　　）　

品質の確認方法

　・図示による（　　　　　　）　

外観試験

　※行う（全数）

抜取試験

　※超音波探傷試験

各部配筋

　・図示による（構造関係共通図（配筋標準図））

　・

　・引張試験

最小かぶり厚さ

　・図示による（　　　　　　）　　　

　・図示による（　　　　　　）　　　

　　試験ロット：1組の作業班が1日に行った圧接箇所とする。なお、200箇所を超えるときは

　　　　　　　　200箇所ごととする

(5.5.2)

(5.5.2)

(5.3.5)

(5.3.5)

(5.5.2)

(5.5.2)

(5.5.3)

(5.5.3)

(5.5.3)

(5.5.3)

(5.3.7)

(5.4.9)(5.4.10)

(5.4.9)(5.4.10)

(5.3.5)

(5.3.5)

・普通コンクリート (6.2.1～6.2.4)
2

設計基準強度（N/mm ） スランプ 適用箇所

・

・軽量コンクリート (6.2.1～6.2.3)(6.10.1～6.10.2)
2

設計基準強度（N/mm ） スランプ 適用箇所

・

・

類別 (6.2.1)

　※Ⅰ類（JIS A 5308への適合を認証されたコンクリート）

　・Ⅱ類（JIS A 5308に適合したコンクリート）

種類 (6.3.1)

　※普通ポルトランドセメント又は混合セメントのＡ種（普通ポルトランドセメントの品質は、

　　JIS R 5210に示された規定の他、水和熱が7日目で352J/g以下、かつ28日目で402J/g以下の

　　ものとする）　　　　　　　　　　　使用部位（　　　　　）

Ｇ　・高炉セメントB種　　 　　　　　　　使用部位（　　　　　）

Ｇ　・フライアッシュセメントB種 　　　　使用部位（　　　　　）

　・

アルカリシリカ反応性による区分 (6.3.1)

　※A　　　　　・B

・混和剤 (6.3.1)

　混和剤の種類

　　※標準仕様書6.3.1(d)(ⅰ)による　　　

・混和材 (6.3.1)

　混和材の種類

　　※標準仕様書6.3.1(d)(ⅱ)による　　　

コ
ン
ク
リー

ト
工
事

1 コンクリートの

気乾単位容積質量による

種類及び強度

2 コンクリートの類別

3 セメント

4 骨材

5 混和材料

気乾単位容積質量6 ・普通コンクリート

・軽量コンクリート

　・

7 軽量コンクリート 種類

　・1種　　・2種

適用箇所

　・図示による（　　　　　）　　

8 寒中コンクリート 適用期間

　・図示による（　　　　　）　　

　・積算温度を基に定める場合

暑中コンクリート9

　・中庸熱ポルトランドセメント

セメントの種類

　・高炉セメントB種

　・フライアッシュセメントB種

　・普通ポルトランドセメントに標準仕様書6.13.2(b)(2)の混和材を混合したもの

　・

　 　 　

混和材料

・混和剤

　　混和剤の種類

　　　※JIS A 6204に適合するAE減水剤または高性能AE減水剤

マスコンクリート10

構造体強度補正値

スランプ

適用箇所

　・図示による（　　　　　）　　

　・2.3t/m　程度　　

　※6N/mm　　

　・低熱ポルトランドセメント

　※15cm     ・　

3

Ｇ

Ｇ

2

MCR工法用シート

　・用いる

　　打増し厚さ

　　　　・20mm　　　

　　打増し範囲

　　　・図示による（　　　　　　）　

　・用いない

スリーブの材種

　※標準仕様書6.8.3(i)(2)(ⅰ)から(ⅳ)による　　

16 型枠

　・合板（※12mm　・　　　　　　）

断熱材の兼用

　・行わない　　　・行う

17 実施要領

　・

コンクリ-トの単位水量測定

　・図示による（構造関係共通図（構造関係共通事項）構－４施工方法等計画書関連等コンク

　　リートの単位数量測定）

11 無筋コンクリート 設計基準強度

※18（N/mm ）

スランプ

　※15cm 又は 18cm     ・　

適用箇所

　※標準仕様書6.14.1(e)による箇所

　・図示による（　　　　　）

適用箇所12 流動化コンクリート

2

　・図示による（　　　　　）

目地寸法

間隔、位置、形状

　・図示による（　　　　　　　　）

13 ひび割れ誘発目地

打継目地

14 コンクリートの仕上り 部材の位置及び断面寸法の許容差の標準値

　・標準仕様書表6.2.3による　　

合板せき板を用いるコンクリートの打放し仕上げ

 ・A種

種　別 適用箇所

 ・B種

 ・C種

打増し厚さ

（打放し仕上げ部）

15

　・ 20mm　  　

　・10mm　 　・20mm　 　

せき板の材料及び厚さ

打放し仕上げの打増し厚さ（外部に面する部分に限る）　　　　

打放し仕上げの打増し厚さ（内部に面する部分に限る）　　　　

　・標準仕様書9.7.3による　　

(6.2.3)

(6.10.1)

(6.10.1)

(6.11.1)

(6.13.2)

(6.13.2)

(6.2.1)(6.13.1)

(6.12.2)

(6.13.2)

(6.8.3)

(6.8.3)

(6.8.3)

(6.8.3)

(6.14.1)

(6.14.1)

(6.2.1)(6.14.1)

(6.2.1)(6.15.1)

(6.6.3)(6.8.2)(9.7.3)

(6.8.2)

(6.2.5)(6.8.3)

(6.2.5)

(6.8.2)

鉄骨製作工場

＜鉄骨＞

製作工場の加工能力

※ 建築基準法第77条の56第1項に基づき国土交通大臣から性能評価機関として

 　認可を受けた(株)日本鉄骨評価センター及び(株)全国鉄骨評価機構(旧(社)

 　全国鐵構工業協会)の「鉄骨製作工場の性能評価基準」に定める「（　　）

 　グレード」として国土交通大臣から認定を受けた工場又は同等以上の能力の

 　のある工場

・ 監督職員の承諾する製作工場

 [8.1.5](7.1.1)

 [8.1.5]施工管理技術者 ・ 適用する　　　　　・ 適用しない

鉄
骨
工
事

[8.2.8]鋼材 材質等

種類の記号 適用箇所（主要な部分） 規格等

・ JIS規格による　　

・ JIS規格による　　

・ JIS規格による　　

高力ボルト ボルトの区分

・トルシア形高力ボルト

　セットの種類 ・ 2種（S10T）　  　　　

・ 2種（F10T）　　　　　

・JIS形高力ボルト

　セットの種類

高力ボルトの径

・ 図示による（　　　　　）　　　　　

ボルトの縁端距離、ボルト間隔、ゲージ等

・ 図示による（　　　　　）　　　　　

すべり係数試験

※ 行わない　　　　　・ 行う

試験方法等

・ 図示による（　　　　　）　　　　　

普通ボルト ボルト及びナットの材料

・標準仕様書　表7.2.3による　　　　　

座金

・ 標準仕様書　表7.2.3(d)による　　　

ボルトの径

・ 図示による（　　　　　）　　　　　

ボルトの縁端距離、ボルト間隔、ゲージ等

・ 図示による（　　　　　）　　　　　

 [8.1.6][8.2.9][8.13.2]

 [8.1.6](7.2.3)

 [8.1.6][8.2.9][8.12.7](7.12.4)セットの種類

・１種(F8T相当)　　　　　

溶融亜鉛めっき高力ボルトの径

・ 図示による（　　　　　）　　　　　

溶融亜鉛めっき高力ボルトのメッキ前の孔径

・ 審査（評定又は大臣認定）を受けた内容による　　　　　

ボルトの縁端距離、ボルト間隔、ゲージ等

・ 図示による（　　　　　）　　　　　

摩擦面の処理

      高力ボルト

溶融亜鉛めっき

・ ブラスト処理（表面粗度50μmRz以上）

・ ブラスト処理以外の特別な処理方法

   ・ 図示による（　　　　　）　　　　　

すべり耐力の確認方法

※ すべり係数試験

試験方法等

・ 図示による（　　　　　）　　　　　

アンカーボルト 適用

・構造用アンカーボルト

セットの種類（JIS B 1220又はJSS　13-2004）

・ ABR400　　　　　・ ABR490　　　　　

形状、寸法

・ 図示による（　　　　　）　　　　　 

・建方用アンカーボルト

種類

・ SS400　　　　　 

アンカーボルト及びナットのねじの種類の規格、ねじの等級並びに仕上げ

の程度

※ 標準仕様書　表7.2.3による   　　　 

形状、寸法

・ 図示による（　　　　　）　　　　　 

溶接材料

  ・ 改修標準仕様書8.2.10(a)(b)による

  ・ 図示による（　　　　　）

  ・ 

溶接材料 [8.2.10]

（7.2.4）(7.10.3)

ターンバックル 種類

  建築用ターンバックル胴　　　　　※ 割枠式　　　　　　

  建築用ターンバックルボルト　　　※ 羽子板ボルト　　　

ねじの呼び

  ・ 図示による（　　　　　）    　　　 

（7.2.6）

デッキプレート 材質、形状及び寸法 （6.8.3）（7.2.7）（7.7.8）

・ デッキプレート

   単独の構法

・ デッキプレートと
   コンクリートとの

   合成スラブとする
   構法

適用範囲 材質・形状・寸法 備考

・ 床型枠用

開口部補強要領（補強筋の定着長さ等を含む）

　　・ 図示による（　　　　　）　　　　　　　　　

鉄骨部材への溶接方法

　　・ 図示による（　　　　　）　　　　　　　　　

耐火認定

　　・ 有り

　　　 耐火時間　　・ 図示による（　　　　　）　 

　　・ 無し

材質、形状及び寸法スタッド

　　※ 頭付きスタッド　JIS B 1198　　　　　　　　

種類等

呼び名 呼び長さ（mm） 適用箇所

・ 16

・ 19

・ 22

モルタルの種別

※ 無収縮モルタル

柱底均しモルタル

工作図

既存建築物との取り合う箇所がある場合は現場実測の上作成を行う

・ 行わない　　　　　　・ 行う

監督職員による原寸検査  [8.1.6]

 [8.2.11]

無収縮モルタルの材料及び調合　材料、調合等

※ 改修標準仕様書8.2.11による　　　

溶融亜鉛めっき

（基礎、主要構造

部及びその他構造

耐力上主要な部分

に限る）

種別等 （7.12.3）

亜鉛めっき 適用箇所
材料

Ａ種 最小板厚6.0mm以上の形鋼、鋼板

最小板厚3.2mm以上、6.0mm未満の形鋼、鋼板Ｂ種

Ｃ種
普通ボルト・ナット類、アンカーボルト類

最小板厚2.3mm以上、3.2mm未満の形鋼、鋼板

の種別 （部位・部分）

 [8.12.2]製作精度 ※ 改修標準仕様書8.12.2による

通しダイヤフラムの許容誤差

　・ダイヤフラムをH12建告第1464号第二号イ(1)(2)に規定するただし書き

　  の計算確認有り

　　補強方法

　  ・「突合わせ溶接の食い違い仕口のずれ検査・補強マニュアル」による

　   

　・全てのダイヤフラムはH12建告第1464号第二号イ(1)(2)に規定する仕様

　  を満足すること

・

・ 行わない　　　　　　　・ 行う鉄骨の仮組

仮組を行う範囲

　　・ 図示による（　　　　　）　　　　　　

確認方法、確認項目

　　・ 図示による（　　　　　）　　　　　　

試験の要領

　　・ 図示による（　　　　　）　　　   　　　

開先の形状

　　・ 図示による（　　　　　）　　　　　　   

溶接技能者の技量

付加試験

溶接接合

スカラップの形状

　　・ 図示による（　　　　　）　　　   　　　

エンドタブの切除する部分

　・見え掛り部となる部分

　　・ 図示による（　　　　　）　　　　　　

　・見え隠れ部となる部分

　　・ 図示による（　　　　　）　　　　　　

　・ 切除する部分無し

溶接部の余盛り高さ

 [8.12.9]

 [8.14.3]

[8.14.4] [8.14.7]

・ JASS6 付則6 「鉄骨精度検査基準」　付表3 ［溶接］による

・ 

鋼材と溶接材料の組み合わせと溶接条件入熱、パス間温度

の溶接条件 ・ 図示による（　　　　　）　　　　　　   

適用箇所

・ 図示による（　　　　　）　　　　　　   

・ 柱、梁、ブレースのフランジ端部の完全溶込み溶接部

完全溶込み溶接部の超音波探傷試験溶接部の試験

・ 工場溶接の場合

 [8.14.11]

※ 全数

・ 工事現場溶接の場合

※ 全数

突合せ継手の食い違い仕口のずれの検査

「突合せ継手の食い違い仕口のずれ検査・補強マニュアル」による

・ 抜き取り検査①　　　　　　　　　　※ 抜き取り検査②

塗料の種類錆止め塗装  [8.16.3]

・ 鉄鋼面の錆止め塗料

屋外  ※ 改修標準仕様書7.3.2 表7.3.1 A種    　　　　

屋内  ※ 改修標準仕様書7.3.2 表7.3.1 （　　）種 　　

・ 亜鉛めっき鋼面の錆止め塗料

・ 改修標準仕様書7.3.2 表7.3.2 （   ）種    　　　　

鉄骨鉄筋コンクリート造の鋼製スリーブ内面（鉄骨に溶接されたものに限る）

※ 改修標準仕様書7.3.2 表7.3.1 A種　　　　

耐火被覆材の接着する面への塗装

・ 行わない

・ 行う

適用箇所

　・ 図示による（　　　　　）　　　　　

   塗料の種別

　・ 改修標準仕様書7.3.2 表7.3.1 （　　）種

　・ 改修標準仕様書7.3.2 表7.3.2 （　　）種

種類耐火被覆材  [8.17.2～8.17.7]

種類 適用箇所（部位・部分）材料・工法

・ 耐火材吹付け

－

・ 耐火板張り

・ 耐火材巻付け

・ ﾗｽ張りﾓﾙﾀﾙ塗り

・ 乾式吹付けロックウール

・ 湿式ロックウール

・ 半乾式吹付けロックウール

・ 繊維混入けい酸カルシウム板

・ 高耐熱ロックウール

・

・

・

・

材料及び工法は、建築基準法に基づき定められたもの又は認定を受けたもの

とする。

性能

性能 適用箇所（部位・部分）

・ 30分耐火

・ 1時間耐火

・ 2時間耐火

・ 3時間耐火

建方精度 ※ JASS6 付則6 「鉄骨精度基準」　付表［工事現場］による

アンカーボルト等

の設置

構造用アンカーフレームの形状及び寸法

・ 図示による（　　　　　）　　　　　

建方用アンカーボルトの保持及び埋込み工法

種別　　・ A種　　　・ B種　　　・ C種

柱底均しモルタルの厚さ及び工法の種別

※ 標準仕様書　表7.10.2（ ※ A種［厚さ50］　・ B種［厚さ30］）による

（7.10.2）

（7.10.3）

軽量形鋼構造 接合部（ボルト接合の場合）

　・ 普通ボルト接合　　　　　　　　　 

（7.11.2）

A2:　-
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15・18

・21 キュービクル基礎

設備基礎
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25

　　・監督職員の指示による。
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図面番号縮尺工事名称
日

付 考

備
図面内容

亀山市

＜あと施工アンカー＞

あと施工アンカー 材料等

・ 金属系アンカー

・ 引張耐力　（　　　　　　　　）

・ せん断耐力（　　　　　　　　）

セット方式    ※ 本体打込み式改良型　　　　　　

接合筋の種類、径、長さ　　　　　・ 図示による（　　　　　）　　

アンカー本体の径及び埋込み深さ　・ 図示による（　　　　　）　　

・ 性能確認試験

   試験方法及び試験数　　 ・ 図示による（　　　　　）　　　

・ 接着系アンカー

・ 引張耐力　（　　　　　　　　）

・ せん断耐力（　　　　　　　　）

セット方式　  ※ カプセル型回転・打撃式　　　　

接着剤の品質

・ 有機系　　　　　　　　 ・ 無機系

アンカー筋の種類

・ 改修標準仕様書　表8.2.1の異形棒鋼　　　　　 

アンカー筋の径及び埋込み深さ

・ 図示による（　　　　　）　　　　　 　　 　　

アンカー筋の新設壁内への定着長さ

・ 図示による（　　　　　）　　　　　 　 　　　

・ 性能確認試験

   試験方法及び試験数　　 ・ 図示による（　　　　　）　　　

穿孔前の埋込み

配管等の探査

探査方法

・ 鉄筋探知機（金属探知機）により探査し、鉄筋、配管類の位置に墨出しを行う

・ はつり出しによる

・ 

確認強度　　・ 図示による（　　　　　）　　　

試験方法　　※ 引張試験　　　　　　　　　　　施工確認試験  ［8.11.5] 

 ［8.11.2] 

 ［8.2.4] 

[8.2.6][8.2.11]モルタル及び

グラウト材

＜グラウト＞

・構造体用モルタル

・ 改修標準仕様書8.2.6による

圧縮強度（　　　　　　　　）

フロー値（　　　　　　　　）

・ 改修標準仕様書8.2.11による

・ 

・グラウト材

無収縮グラウト材の材質等

無収縮グラウト材の品質及び試験方法

るもの）とする。

通または早強ポルトランドセメントとする。

使用する。

セメント系（酸化カルシウム及びカルシウム・サル

JIS R 5210「ポルトランドセメント」に適合した普

土木学会コンクリート標準示方書に定められた品質を

ただし、現場調合形に使用される砂の乾燥状態につい

セメント

砂

ては、規定しない。

混和材
フォ・アルミネート等によって膨張する性質を利用す

有するもので、特に精選されたものを絶対乾燥状態で

 調合形で混和材が同一の場合はプレミックス形

 形と試験方法」による。プレミックス形と現場

１）NEXCO試験方法　試験法312－1999「無収縮モル

終結時間　　　：　10時間以内

材齢 28日　40.0N/mm 

材齢  3日　20.0N/mm 

２）塩化物量の試験は、JIS A 1144「フレッシュコ

 による。

凝結開始時間　：　1時間以内

試験方法

コンシステンシー

圧縮強度

凝結時間

Jフロートによる流下時間

 タル品質管理試験方法」による。プレミックス

 ンクリート中の水の塩化物イオン濃度試験方法」

 のみとする。

練混ぜ完了から3分以内の値 　：  8±2秒

3

2

2

塩化物量

無収縮性

ブリージング 練り混ぜ2時間後のブリージング率　：　2.0％以下

材齢7日　　収縮しない

0.30kg／m 以下

ユ
ニ
ッ
ト
及
び
そ
の
他
の
工
事

高さ　・図示　　・ 

　　　　　　　　  ・アルミフェンス

　                ・鋼管フェンス 　

 　　　　　　　　 ・樹脂塗装メッシュフェンス 　　　　　　　　

フェンスの種類　　・ビニル被覆エキスパンドフェンスフェンス

排
水
工
事 ・  図 示 　・Ｌ形側溝 

  ・図示 

  　セメント１：砂２：砂利４程度とする。 　　

  　設計基準強度18N/mm2 とする。ただし、コンクリートが簡易な場合の調合（容積比）　

  ※標準仕様書（6.14）   

コンクリート基礎等に用いる材料 

・  図 示 　

・  図 示 　

・  図 示 　

・ 

・Ｕ形側溝ふた 

・  図 示 　

　　　　　　　　　　形状、寸法

・Ｕ形側溝 

　　　　　　　　種類

・縁石 

街きょ、縁石、側溝

埋戻し土

※  Ｂ種　　

街きょ、縁石、側溝

(21.2.3)

(21.4.1)(表21.4.1)

地業の材料　　　　　※標準仕様書（4.6.2）(a)による　・図示

砂利地業の厚さ　　　※100（mm）　・図示 

縁部立下り寸法等　　・図示

　　　　　　・フライアッシュセメントＢ種 　　　　　　　

・

・図示

・

・図示

・

・図示

・

・図示

厚さ(mm)

・建設汚泥から再生した処理土 

  コンクリート版厚さの試験　　　・行う　　・行わない 

試験　

 種類、間隔、構造　※標準仕様書表22.5.4及び図22.5.1による　・図示　 

目地

転圧コンクリートの工法　　※図示　・ 

  注入目地材料　　　※低弾性タイプ　　　　　　　　・高弾性タイプ

  早強セメント　　　・使用する　　　　　　　　　　・使用しない 

  コンクリート　　　・標準仕様書表22.5.2による　　・　　　　　 

材料

歩道部 

・図示　・150　・ 

・図示　・70　・ 

・図示　・150　

                  厚さ(mm)         部位

車道部 

車道部 転圧コンクリート

   舗装の種類

コンクリート舗装

コンクリート舗装の厚さ

　　　　　　　　　・ 

舗装の平たん性　　※通行の支障となる水たまりを生じない程度 

　アスファルト混合物等の抽出試験　　・行う　　・行わない 

試験

シールコートの施工　 ・行う　・行わない 

　粗粒度アスファルト混合物(20)一般及び寒冷地域 

・密粒度アスファルト混合物(13) 

・細粒度アスファルト混合物(13) 

・密粒度アスファルト混合物(13Ｆ) 

                   種類         地域

・細粒度アスファルト混合物(13Ｆ) 

・一般地域 

・寒冷地域 

基層

      区分

表層

加熱アスファルト混合物等の種類　(22.4.4)(表22.4.5)

　　　　　　　　・アスファルトコンクリート再生骨材

　骨材　　　　　・道路用砕石　　　　　　　 

材料 

アスファルト舗装の構成及び厚さ　※図示　・ 

　アスファルト  ・ 再生アスファルト 　 　　・ ストレートアスファルト

　路盤締固め度の試験　　※行う　　　・行わない　 

試験 

　　　　　・図示 

　　　　　・　　　　　　　　

　　　　　・クラッシャラン鉄鋼スラグ 

　　　　　・再生クラッシャラン 

  路床締固め度の試験　・行う　　　　・行わない 

  路床土の支持力比（ＣＢＲ）試験　・行う　　　　・行わない 　　

  砂の粒度試験　 ・行う　　　　・行わない 　　

試験　

    透水係数　　　　　　・1.5×10-1cm/sec以上　　　　 ・ 

    引張強さ　　　　　　・98N/5cm（10kgf/5cm）以上　　・ 　　　　

    厚さ(mm)　　　　　　・0.5～1.0　　・ 　　

 　 単位面積質量　　　　・60g/㎡以上　・ 　　　　

　・ジオテキスタイル

　　添加量　　　　　　kg（目標CBR　・5以上　・　　　　　） 　　

　　　　　　・生石灰（　　　　　　　　）　・消石灰（　　　　　　　　） 　　　　

　　種類　　・普通ポルトランドセメント　　・高炉セメントＢ種

  ・添加材料による安定処理

・川砂、海砂又は良質な山砂（75μmふるい通過量６％以下） 

・再生クラッシャラン　　　・クラッシャラン     ・切込み砂利　　　　　　 

・

路床安定処理　　

・ 

・川砂、海砂又は良質な山砂（75μmふるい通過量10％以下） 

・川砂、海砂又は良質な山砂（75μmふるい通過量10％以下）

・フィルター層 

・凍上抑制層 

・Ａ種　・Ｂ種　・Ｃ種 　・Ｄ種　

                              材料

・遮断層 

     種別

・盛土 

路床の材料

4

3

2

1 路床

路盤

アスファルト舗装

コンクリート舗装

路盤の厚さ　・図示　・ 

路盤材料　・砕石

(22.5.2～4、6)(表22.5.4)

(22.4.2～6)(表 22.4.1,5)

(22.2.2、3、5)(表 3.2.1)

(22.2.2、3、5)(表22.2.2)

Ｇ□

Ｇ□

Ｇ□

Ｇ□

Ｇ□
Ｇ□

舗
装
工
事

種別9 砂利敷き 　(22.10.1)

(－)

　・ Ａ種（施工範囲：・図示　・通路　・　　　　　　　）

　・ Ｂ種（施工範囲：・図示　・建物周囲　・　　　　　）

亀山市立医療センター設備改修工事 A2:　-
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